
佐野市中小企業及び小規模企業振興条例

お問い合せ　佐野市産業文化部　産業立市推進課
〒327-8501　佐野市高砂町 1番地　TEL 0283-20-3040　e-mail sangyou@city.sano.lg.jp

（目的）
第１条　この条例は、中小企業及び小規模企業の振興について、基本理念その
他の基本となる事項を定めるとともに、市の責務等を明らかにすることによ
り、中小企業及び小規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進
し、もって地域経済の活性化及び市民生活の向上を図ることを目的とする。
（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め
るところによる。

（基本理念）
第３条　中小企業及び小規模企業の振興は、中小企業の多様で活力ある成長
発展及び小規模企業の持続的な発展が図られることを旨として行われなけれ
ばならない。
２　中小企業及び小規模企業の振興は、中小企業者及び小規模企業者の経営
の改善及び向上に対する自主的な努力の下に行われなければならない。
３　中小企業及び小規模企業の振興は、中小企業者及び小規模企業者が地域
経済の活性化及び市民生活の向上に寄与するという認識の下に行われなけれ
ばならない。
４　中小企業及び小規模企業の振興は、市、中小企業者、小規模企業者、中
小企業等支援団体、金融機関等及び大企業者が相互に連携し、並びに市民
の協力を得て行われなければならない。
５　中小企業及び小規模企業の振興は、地域資源を有効に活用することを基本
として行われなければならない。
６　小規模企業の振興は、経営資源の確保が困難であることが多い小規模企
業者の事情を踏まえて行われなければならない。
（市の責務）
第４条　市は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、中
小企業及び小規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及
び実施する責務を有する。
２　市は、中小企業及び小規模企業の振興に関する施策の策定及び実施に当
たっては、社会経済情勢の変化に対応した措置を講ずるとともに、中小企業
者、小規模企業者、中小企業等支援団体、金融機関等及び大企業者と連携
を図るよう努めなければならない。
３　市は、工事の発注並びに物品等及び役務の調達に当たっては、予算の適正
な執行に留意しつつ、中小企業者及び小規模企業者の受注の機会の増大を図
るよう努めるものとする。
４　市は、中小企業者及び小規模企業者が地域経済の活性化及び市民生活の
向上に貢献していることについて、市民の理解を深めるよう努めなければな
らない。
（中小企業者及び小規模企業者の努力）
第５条　中小企業者及び小規模企業者は、基本理念にのっとり、社会経済情勢
の変化に対応して事業の持続的な発展を図るため、自主的に経営の改善及び
向上に努めるものとする。
２　中小企業者及び小規模企業者は、雇用環境の整備、雇用機会の創出及び
雇用の維持並びに人材の確保及び育成に努めるとともに、事業活動を通じて
地域の振興に寄与するよう努めるものとする。
３　中小企業者及び小規模企業者は、市が実施する中小企業及び小規模企業
の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。
（中小企業等支援団体の役割）
第６条　中小企業等支援団体は、基本理念にのっとり、中小企業者及び小規模
企業者の経営の改善及び向上を積極的に支援するよう努めるとともに、市が
実施する中小企業及び小規模企業の振興に関する施策に協力するよう努める
ものとする。

(１)　中小企業者　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号。以下「法」
という。）第２条第１項に規定する中小企業者であって、市の区域内に事
務所又は事業所（以下「事務所等」という。）を有するものをいう。
(２)　小規模企業者　法第２条第５項に規定する小規模企業者であって、市
の区域内に事務所等を有するものをいう。
(3)　中小企業等支援団体　商工会議所及び商工会であって、市の区域内
に事務所等を有するものをいう。
(4)　金融機関等　銀行、信用金庫その他の金融機関及び栃木県信用保証
協会をいう。
(5)　大企業者　中小企業者及び小規模企業者以外の事業者（金融機関等
を除く。）であって、市の区域内に事務所等を有するものをいう。
(６)　補助金等　補助金、信用保証料補給金及び利子補給金をいう。

（金融機関等の役割）
第７条　金融機関等は、基本理念にのっとり、中小企業者及び小規模企業者の
円滑な資金調達並びに経営の改善及び向上に協力するよう努めるものとす
る。
２　金融機関等は、市が実施する中小企業及び小規模企業の振興に関する施
策に協力するよう努めるものとする。
（大企業者の役割）
第８条　大企業者は、基本理念にのっとり、その事業活動、地域経済の活性
化及び市民生活の向上における中小企業者及び小規模企業者の重要性につい
て理解を深め、中小企業者及び小規模企業者の持続的な発展に貢献するよう
努めるものとする。
（市民の理解及び協力）
第９条　市民は、基本理念にのっとり、中小企業及び小規模企業の振興が地域
経済の活性化及び市民生活の向上において重要な役割を果たしていることを
理解し、中小企業者及び小規模企業者が供給する製品及び役務の利用を通じ
て、中小企業者及び小規模企業者の持続的な発展に協力するよう努めるもの
とする。
（施策の基本方針）
第１０条　市長は、次に掲げる基本方針に基づき、中小企業及び小規模企業の
振興に関する施策を講ずるものとする。

（補助金等の交付）
第１１条　市長は、前条の規定による施策を実施するため必要があると認める
ときは、予算の範囲内において、中小企業者、小規模企業者、中小企業等
支援団体及び規則で定める団体に対し、補助金等を交付することができる。
（融資資金の措置）
第１２条　市長は、中小企業者、小規模企業者及び規則で定める者の事業活動
に必要な資金調達の円滑化を図るため、予算の範囲内において、融資資金を
栃木県信用保証協会に貸し付け、又は銀行、信用金庫その他の金融機関に
預託するものとする。
２　前項の規定による貸付金又は預託金の運用期限は、当該会計年度末まで
とし、当該貸付金又は預託金の現在高を一般会計に繰り入れるものとする。
３　融資を行う資金の種類及び融資の条件等については、規則で定める。
（中小企業等振興対策審議会）
第１３条　中小企業及び小規模企業の振興を図るため、佐野市中小企業等振興
対策審議会（以下「審議会」という。）を置く。
２　審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。

３　審議会は、委員１０人以内をもって組織する。
４　委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。

５　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残
任期間とする。
６　委員は、再任されることができる。
（委任）
第１４条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

(1)　中小企業者及び小規模企業者の経営の改善及び経営基盤の強化を図
ること。
(2)　中小企業者及び小規模企業者の雇用の確保の促進及び必要な人材の
育成を図ること。
(3)　中小企業者及び小規模企業者の事業活動に必要な資金調達の円滑化
を図ること。
(4)　中小企業者及び小規模企業者の販売先の開拓の促進を図ること。
(5)　伝統的工芸の振興に関すること。
(6)　中小企業及び小規模企業の創業の促進及び事業の承継の円滑化を図
ること。
(7)　前各号に掲げるもののほか、中小企業及び小規模企業の振興に関す
ること。

(1)　市長の諮問に応じ、中小企業及び小規模企業の振興に係る重要事項
について、調査審議すること。
(2)　中小企業及び小規模企業の振興に関し市長に対して意見を述べるこ
と。

(1)　学識経験のある者
(2)　商工関係団体に属する者のうち当該団体の推薦を受けた者
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「佐野市中小企業及び小規模企業振興条例」
を制定しました。
　佐野市では、地域経済や地域社会に不可欠な存在である中小企業が、今後も意欲を持って活躍し

ていけるよう、佐野市中小企業及び小規模企業振興条例を制定しました。

　佐野市内の事業所のほとんどが中小企業、とりわけ家族経営などで零細な企業であり、地域の雇

用と経済を支えています。中小企業の振興なくして地域社会の活性化はありえません。

　地域社会を支える大きな役割を担っている中小企業･小規模企業を、佐野市全体で一体となって応
援し、本市経済を活性化して、持続的に発展させ、市民生活の向上や雇用の創出につなげることで、

一層活力ある佐野市を築いていきましょう！

中小企業及び
小規模企業振興
の基本理念

佐野市

大企業者

金融機関等中小企業等
支援団体

市 民

中小企業及び小規模企業の振興は次の基本理念に基づき行います。
中小企業の多様で活力ある成長発展及び小規模企業の持続的な発展を図ります。

中小企業者及び小規模企業者の経営の改善、向上に対する自主的な努力のもとに行います。

中小企業者及び小規模企業者が地域経済の活性化、市民生活の向上に寄与するという認識のもとに行います。

関係機関が相互に連携し、また市民の協力を得て行います。

地域資源を有効に活用することを基本とします。

特に小規模企業の振興は、経営資源の確保などの小規模企業者の事情を踏まえて行います。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

市の責務（第４条）
○中小企業及び小規模企業の振興に関する施策を総合的、計画的に

　策定、実施

○関係機関との連携

○中小企業者及び小規模企業者の受注機会の増大

○中小企業者及び小規模企業者の地域における重要性の理解の促進

中小企業者及び小規模企業者の努力（第５条）
○事業の持続的な発展を図るための自主的な経営の改善、向上

○雇用環境の整備や人材の確保、事業活動を通じた地域の振興への寄与

○市が実施する振興施策への協力

金融機関等の役割（第７条）
○中小企業者及び小規模企業者の円滑な資金調達、経営の改善・向上への協力

○市が実施する振興施策への協力

市民の理解及び協力（第９条）
○中小企業及び小規模企業の振興が地域経済の活性化、市民生活の向上におい

　て重要な役割を果たしていることへの理解

○中小企業者及び小規模企業者が供給する製品等の利用を通じ、持続的な発展

　への協力

中小企業等支援団体の役割（第６条）
○中小企業者及び小規模企業者の経営の改善・向上への積極的支援

○市が実施する振興施策への協力

施策の基本方針（第10 条）
○経営の改善・経営基盤の強化　　　　○伝統的工芸の振興

○雇用の確保の促進、人材の育成　　　○創業の促進、事業の承継の円滑化

○資金調達の円滑化　　　　　　　　　○その他振興に関すること

○販売先の開拓の促進

大企業者の役割（第８条）
○中小企業者及び小規模企業者の地域における重要性の理解、持続的

　な発展への貢献

補助金等の交付（第11条）

融資資金の措置（第12条）

中小企業者及び
小規模企業者

中小企業及び小規模企業の成長・発展

佐野市の発展

⇩ ⇩⇩ ⇩

⇩

⇩

○中小企業者、小規模企業者とは…下表の資本金、従業員数のいずれかの
　基準を満たす事業者です。

（中小企業基本法第２条第１項及び第５項）

中小企業等振興対策
審議会（第13 条）

中小企業者
小規模企業者

資本金・出資総額 常時雇用する従業員

製造業その他 ３億円以下 ３００人以下 ２０人以下

卸売業 １億円以下 １００人以下 ５人以下

サービス業 ５千万円以下 １００人以下 ５人以下

小売業 ５千万円以下 ５０人以下 ５人以下

（仮称）佐野市産業立市推進基本計画を策定し、

振興に関する施策を総合的・計画的に推進していきます！


